












 は じ め に
賃貸借契約の期間満了時に, 契約を更新するために支払われるとされる
のがいわゆる ｢更新料｣ である｡ 地域によって, また個々の契約によって,



























そのうちの民集搭載判決 (平成22年 (受) 第1066号, 民集65巻５号2269頁)
に触れた後, 他の２つの判決を概観する｡ その際, 視点の違いや判断の異
なる部分を明らかにするために, それぞれ高裁判決にも触れる｡
同日に出された３つの最高裁判決については, 区別するため各第一審判
決日の順に, 最二小判平成23年７月15日 (平成21年 (オ) 第1744号, 平成
21年 (受) 第2078号) を７月15日Ａ判決, 最二小判平成23年７月15日 (平
成22年 (受) 第243号) を７月15日Ｂ判決, 最二小判平成23年７月15日




Ｘ (本訴原告・被控訴人・被上告人) は, 平成15年４月１日, Ｙ (本訴
被告・控訴人・上告人) との間で京都市内の共同住宅の一室につき, 期間
を同日から１年間, 賃料を月額３万8000円, 更新料を賃料の２か月分, 定
額補修分担金を12万円とする賃貸借契約を締結し, 引渡を受けた｡




条項があり, また, Ｘは, 期間満了60日前までに申し出れば本件賃貸借契
約を更新でき, その際, 法定更新・合意更新を問わず, １年経過毎に賃料
２か月分の更新料を支払わなければならないが, Ｙは, Ｘの入居期間にか














それに対し, Ｙは, 本件更新料条項は有効であるとして, Ｘに対し, そ
の未払更新料７万6000円及びこれに対する催告期間満了日の翌日からの民









1. 2 ７月15日Ｃ判決原審 (大阪高判平成22年２月24日金商1372号14頁)
７月15日Ｃ判決原審でも次のように判断して, Ｙの控訴が棄却された｡















































1. 3. 1 更新料の法的性質




であるが (最高裁昭和58年 (オ) 第1289号同59年４月20日第二小法廷判決・
民集38巻６号610頁参照), 更新料は, 賃料と共に賃貸人の事業の収益の一
部を構成するのが通常であり, その支払により賃借人は円満に物件の使用
を継続することができることからすると, 更新料は, 一般に, 賃料の補充
ないし前払, 賃貸借契約を継続するための対価等の趣旨を含む複合的な性
質を有するものと解するのが相当である｣｡




して, 賃貸借契約は, 賃貸人が物件を賃借人に使用させることを約し, 賃
借人がこれに対して賃料を支払うことを約することによって効力を生ずる




1. 3. 3 消費者契約法10条後段要件該当性
｢当該条項が信義則に反して消費者の権利を一方的に害するものである




更新料条項についてみると, 更新料が, 一般に, 賃料の補充ないし, 前
払, 賃貸借契約を継続するための対価等の趣旨を含む複合的な性質を有｣
し, ｢更新料の支払にはおよそ経済的合理性がないなどということはでき







































賃借人は更新料 (10万円) を支払わなかったが, 平成18年９月１日から
同年10月31日までの家賃２か月分 (９万円) を支払った｡














できない｣ として, 本件更新料約定を有効と認め, 賃借人の請求を棄却し
た｡


















































されてきたことは否めない｣ が, ｢事実関係は様々で｣ ｢全く同一の議論を


































































賃貸借契約締結した｡ 本件賃貸借契約は, 賃料月額５万2000円 (３度目の


















3. 2. 1 消費者契約法10条前段該当性































当該建物が存在する地域性, 賃料の近隣相場のほか, 原状回復 (リフォー
ム) 及びメンテナンスに要する諸費用, 賃貸借契約の回転率, 空室率, 賃
料不払い等のリスク要因も踏まえながら, 当該賃貸物件の提供に対する収
益上可能かつ最適の対価を設定することになる｣｡













































したがって, ｢賃貸人が, 賃貸借契約を締結するにあたり, 賃借人に対
し, 賃貸借期間の長さに応じた賃借権設定の対価の支払いを求めようとす
ることには一定の必要性と合理性が認められ, 法的に許されないものでも





















本件更新料 (10万4000円) を事実上の賃料として計算すれば, 実質的な月
額賃料は約５万6333円｣ で, ｢その差額は１か月あたり5000円未満であっ
て, 更新料支払条項を設定｣ による金額差が, ｢名目上の賃料を低く見せ
かけ, 情報及び交渉力に乏しい賃借人を誘引するかのような効果が生じた














































と判断) では, 賃料の補充性及び賃借権強化の対価性も否定し, 更新拒絶
権行使の対価もないか希薄であるとしていたのに対し, ７月15日Ａ判決の



















７月15日Ｃ判決は, 更新料の法的性質につき ｢一般に, 賃料の補充ない
し前払, 賃貸借契約を継続するための対価等の趣旨を含む複合的な性質を
有する｣ とした｡
更新料を, 経過期間の賃料に対する ｢補充｣ であり, 未経過期間の賃料
に対する前払であるという意味においてこの両者を併存させるべく, 本判



















































































































の ｢公知｣ 性には, ２つの解釈が成り立ち得る｡
１つは, ｢一定地域で更新料支払例がある｣ ことが, 当該地域外におい
ても ｢公知｣ であることであり, もう１つは, ｢一定地域で更新料支払例




































更新料の支払が ｢合意｣ されたとしても, 更新料の性質は ｢多義的｣ で
あるというのであるから, 性質を明確に区分できない更新料について, ど
のように金銭評価をするのか｡ 即ち, 多義的な更新料について, 裁判所の
考える多寡の基準は何なのか｡
情報の ｢量｣ が十分であったとしても, 消費者にとって理解できるよう
な ｢質｣ のものでなければ, 情報の価値は乏しくなる｡
仮に情報の質及び量が十分であるとしても, ７月15日Ｃ判決は, 何をもっ














決・Ｂ判決の事案も同様である｡ 前者 (礼金６万円あり) は１年更新時に
10万円 (賃料月額約2.2か月分) の更新料, 後者 (共益費2000円, 敷金20
万円, 礼金20万円あり) は, ２年更新時に賃料月額２か月分 (後に１か月
分) の更新料につき, 特段の事情がないとした｡































年 (ネ) 第1364号) は, 月額賃料５万1000円, 契約期間１年, 更新料２か
月分, 更新７回 (途中で賃貸人の地位が移転) という契約であり, 大阪高
判平成24年３月８日 (平成23年 (ネ) 第3196号) は, 月額賃料５万1000円,
(桃山法学 第20･21号 ’12)498




















件賃貸借契約の内容は, 月額賃料４万8000円, 共益費月額5000円 (平成20





















を待たずして解約する場合には, その実質賃料は, これをさらに上回｣ わ









それに加え, ｢本件物件は, 立地の良い物件であり, 定型の契約書が用
いられていることもあって｣, 契約時にまして, 更新時における, ｢交渉の































料の上限は, 年額２割とすることが相当である｡｣ として, ｢本件契約にお
ける更新料は, １回につき11万5200円 (年間賃料57万6000円の２割) が上
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限であり｣, それを超える部分について賃借人に返還すべきと判断した｡







間の取得額72万6000円 (平成19年まで｡ ４万8000円×12＋15万円) の２割
以上を占めることになる｡ 実質賃料額も月６万0500円と約定上の賃料月額
４万8000円の約1.26倍となる｡｣ 従って, 本件更新料特約は, ｢その賃料額
や更新期間に照らし, やや高額であることは否めない｣｡
｢しかしながら, 本件契約が, 契約期間が１年とされているところ, そ
の礼金は18万円とされており, 本件更新料はこれより低額であること｣,
本件物件の ｢実質賃料, 礼金が, 本件物件や立地条件等に照らし, 特に高
額に過ぎるものであったとまではいえないと認められることに照らすと,
本件更新料特約による更新料が高額に過ぎるもので前記特段の事情が存す
るとまでは, かろうじていえない｣ ことから, 本件更新料条項は消費者契
約法10条により無効であるとはいえないとして, 賃借人の訴えを棄却した｡
5．4 最二小判平成23年７月15日判決の影響

























している｣ が, 当該契約における礼金や更新料の設定までになると, ｢む
しろ, 消費者にとって実質月額賃料が高額であるとの契約の実態を見えづ








賃借人が ｢一義的に定められた更新料の金額｣ を認識し, 同意して本件
契約を締結したとしても, ｢その結果は余りに極端であるといわなければ
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(１) 拙稿・法時1052号 (2012年) ｢賃貸借契約における更新料条項と消費
者契約法10条｣ 参照｡
(２) 適格消費者団体が本件賃貸人に対し定額補修分担金条項使用差止請求
を提起し, その差止請求が (合意更新の場合を除き) 認められたことに























とにある｣｡ 牛尾洋也 ｢更新料・二つの大阪高裁判決｣ 龍法42巻３号59
頁｡
(６) 平尾嘉晃 ｢更新料・敷引特約に関する判例の動き｣ 自由と正義63巻７
号39頁 (2012年７月) は, ｢賃借人にとっては, 更新料は, 月額○○円
として提示される賃料とは別の形で定められる金員であって, 賃料とい




ば, 更新料に対する賃借人の理解, 認識は, 賃貸人から契約終了を主張
されないための支払, すなわち, 賃貸人の更新拒絶権放棄の対価である｡｣
とする｡










して, 松本恒雄 ｢規制緩和時代と消費者契約法｣ 法セ549号７頁 (2000
年), 明文規定に限定されないと考える見解として, 山本豊 ｢消費者契
約法 (３) 不当条項規制をめぐる諸問題 ｣ 法教243号62頁 (2000
年), 山本敬三 ｢消費者契約立法と不当条項規制 第17次国民生活審
議会消費者政策部会報告の検討 ｣ NBL686号22頁 (2000年) 等があ
る｡
(10) 山本豊 ｢消費者契約法10条の生成と展開｣ NBL959号20頁 (2011年)｡
(11) 山本豊・前掲注(９)法教243号62頁｡ その ｢価格条項の内容審査は,
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民法の暴利行為の法理 (民90条) の基準にしたがって行われ, その他の
市場の機能不全は経済法の特別の手段によって対処されることになる｣
とし, それは契約の主要目的条項にも当てはまるとする｡
(12) 落合誠一『消費者契約法』152153頁 (有斐閣, 2001年) は, ｢契約の
主要目的に関する条項または物品・権利・役務の価格・対価に関する条
項は, 本条の対象から除外されると解される｡ これらの条項は, 消費者
と事業者との間でなされる取引の本体部分を構成し, それは基本的に市
場の取引において決定され, 国家の介入は抑制されるべきであるからで









(13) 平尾・前掲注(６)自由と正義63巻７号40頁 (2012年)｡ また, ｢中心条
項・価格条項であるというためには, 少なくともその条項が,『誰が見
ても価格であることが明らかである｡』ことが必要｣ だとする｡
(14) 秋山靖浩 ｢居住用建物の賃貸借における更新料特約 (その２)｣ 法セ
ミ672号94頁｡
(15) 信義則違反要件が, ｢当事者間の『不均衡』の有無を判断する重要な





















(17) 森冨義明 ｢判批｣ ジュリ1441号108頁 (2012年) は, 事案の解決とい
う観点から, 契約の意思解釈は ｢個別的な事情をある程度捨象した合理







(19) 平成19年６月の国土交通省 ｢民間賃貸住宅に係る実態調査 (不動産業
者)｣ http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha07/07/070629_3/02.pdf#search=‘民
間賃貸住宅に係る実態調査’ (2012年11月23日最終確認)｡ 北海道 (28.5
％, 0.1ヶ月), 宮城 (0.2％, 0.5ヶ月), 東京 (65.0％, 1.0ヶ月), 神奈川
(90.1％, 0.8ヶ月), 埼玉 (61.6％, 0.5ヶ月), 千葉 (82.9％, 1.0ヶ月),
長野 (34.3％, 0.5ヶ月), 富山 (17.8％, 0.5ヶ月), 愛知 (40.6％, 0.5
ヶ月), 京都 (55.1％, 1.4ヶ月), 大阪 (なし), 兵庫 (なし), 広島 (19.1
％, 0.2ヶ月), 愛媛 (13.2％, 0.5ヶ月), 福岡 (23.3％, 0.5ヶ月), 沖縄
(40.4％, 0.5ヶ月) の16都道府県における調査であり, 有効回答175社｡















る｡ 猶, 総務省統計局の ｢平成20年住宅・土地統計調査 (確報集計) 結



















円に改定), 保証金100万円 (内敷引分60万円) という敷引条項につき,
賃料の約3.5か月分は一見高額に見えるが, 賃貸借期間が長くなれば賃
料比率は低下し, ６年余り居住していた賃借人は, 当初の月額賃料 (共





(28) 山野目・前掲注(20) 32頁, ｢たとえば, たまたま自己使用していない
一軒の家を貸しているにとどまる者は, 貸家業というものを営む事業者
(桃山法学 第20･21号 ’12)510













resume2.html (2012年11月23日最終確認)) によると, １件を除き更新
料条項が有効とされている｡












(34) 公益財団法人日本賃貸住宅管理協会が提案する ｢めやす賃料｣ とは,
｢賃料, 共益費・管理費, 敷引金, 礼金, 更新料を含み, 賃料等条件の
改定がないものと仮定して４年間賃借した場合 (定期借家の場合は契約
期間) の１ヶ月当たりの金額｣ である (http://www.jpm.jp/sta/sta_02.html?
PHPSESSID=b1826d50e13fd57bbd933693a4fe18d5 (2012年11月23日最終
確認)) が, 全国的な標準と言えるまでには普及していないようである｡








The Meaning and Influence of the Case to Seek Refund
of Renewal Fee (Judgement of the Third Petty Bench
15th July 2011, Minshu Vol. 65 No. 5 p. 2269)
Contained in Residential House Agreements
TANAKA Shizuko
A ‘renewal fee’ is a fee that is paid at the time of expiration of a lease con-
tract in order to renew the lease. Depending on area, some renewal fees in
residential lease agreements are more expensive than others. Should the con-
sumer (the lessee) pay the renewal fee to the lessor, even without having
knowledge of it in the original lease? The issue is that the requirement to pay
renewal fees at the time of renewing or updating a lease contract may be inva-
lid under Consumer Contract Act Section 10.
The Consumer Contract Act was intended to address the potentially inequi-
table relationship between the commercial lessor, who habitually requires re-
newal fees in lease agreements, and the individual consumer lessee. The
lessee is arguably in a weaker position than the lessor, with less information,
and therefore a weak bargaining position. The result can be that the lessee is
then controlled by contract terms determined unilaterally by the lessor. On
the other hand, the lessee has the right to select another lease agreement
which does not include renewal payment terms, and therefore can be consid-
ered to be on equal footing with the lessor.
In the case to seek refund of renewal fee, the Supreme Court held that an
agreement under which the lessee is required to pay a renewal fee to the les-
sor at the time of lease renewal is not invalid. This was the first Supreme
Court ruling on this issue, settling divided lower court holdings, and over-
(桃山法学 第20･21号 ’12)514
turning the judgement of Osaka High Court 27th July 2012, D-1Law Case ID:
28181724, and so on.
In this paper, I will examine these issues in the context of the Supreme
Court’s opinion, as well as the implications and influence of this high court de-
cision on our society.
